
日本政府に核兵器禁止条約への調印・批准を求める意見書 

 

国際法史上初めて核兵器を違法なものとした核兵器禁止条約が、２

０１７年７月７日 の国連会議において１２２カ国の賛成で採択され、

２０２１年１月２２日に発効し、現在９４か国が調印し、７３か国が

批准している。核兵器禁止条約は、核兵器の「開発、実験、生産、製

造」及び「取得、保有、貯蔵、移転」を禁止し、さらにその「使用、

使用の威嚇」にいたるまで、核兵器に関わるあらゆる活動を禁止して

いる。 

２０２４年には日本の被爆者団体である「日本原水爆被害者団体協

議会」にノーベル平和賞が授与され、ノーベル委員会は受賞理由で

「世界中で起きている紛争を見ると、核兵器を二度と使用してはなら

ないという規範を守ることがいかに重要であるかがわかる。日本被団

協と被爆者は、この文脈において極めて重要だ」と述べている。世界

の多くの国々は、唯一の被爆国である日本に同条約に調印・批准する

ことに期待を寄せており、被爆者の方たちも日本政府に調印・批准す

るよう強く求めている。 

本市議会は２００６年に、核兵器の廃絶と戦争のない社会を訴え、

平和な心と平和なまちの実現をめざすことを誓う「平和都市宣言」を

行い、市ではさまざまな平和事業に取り組んでいる。 

よって、いまこそノーベル平和賞を受賞した被爆者の願いを受け止

めて、日本政府に対し、唯一の被爆国として核兵器禁止条約に調印・

批准するよう強く求める。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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